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平成１５年３月期　　個別中間財務諸表の概要　　　　　　　  平成 14年 10月 28日
上 場 会 社 名       　沖電線株式会社　　　　　　                   上場取引所　東
コ ー ド 番 号       　5815                                        本社所在都道府県　神奈川県
（ＵＲＬ  http://www.okidensen.co.jp  ）
代　　表　　者　役職名　取締役社長　　氏名　榊　　靖夫
問合せ先責任者　役職名　常務取締役　　氏名　古澤　啓男　　　　　ＴＥＬ　(044)754－4350
決算取締役会開催日　平成 14年 10月 28日     　　    中間配当制度の有無            有
中間配当支払開始日　平成　─ 年　─  月　─ 日       単元株制度採用の有無            有(１単元 1,000 株)

１． 14 年 9 月中間期の業績(平成 14 年 4 月 1 日～平成14 年 9 月 30 日)
(1) 経営成績

売 上 高    営業利益 経常利益

百万円　　　　％ 百万円　　　　％ 百万円　　　　％

14年 9月中間期
13年 9月中間期

        5,663    　△8.2
        6,169   　△12.4

　　　△　174　　　　─
　　　△　129　　　　─

　　　　△　265　　　─
　　　　△　347　　　─

14年 3月期        11,472 　　　△　583 　　　　△　824

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円　　　　％ 円　　　銭

14年 9月中間期
13年 9月中間期

         △　159　　　─
         △　185　　　─

            △　4.10
            △　4.76

14年 3月期          △　522            △　13.40
 (注)①期中平均株式数 14 年 9 月中間期　38,972,029 株　 13 年 9 月中間期　38,990,278 株
14 年 3 月期　38,988,143 株

 　  ②会計処理の方法の変更　　　無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円   銭 円   銭
14年 9月中間期
13年 9月中間期

　　　　　─
　　　　　─

　　　　　─
　　　　　─

14年 3月期 　　　　　　─ 　　　　　　─

(3)財政状態

総 資 産    株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　　銭

14年 9月中間期
13年 9月中間期

　　　　16,110
　　　　17,878

　　　　10,800
　　　　11,355

　　　　67.0
　　　　63.5

　　　　277.12
　　　　291.23

14年 3月期 　　　　16,584 　　　　11,004 　　　　66.4 　　　　282.28
 (注)①期末発行済株式数　14 年 9 月中間期　38,972,720 株　　13 年 9 月中間期　38,990,365 株
14 年 3 月期　38,983,440 株

　　 ②期末自己株式数　　14 年 9 月中間期　18,150 株　13 年 9 月中間期　505 株　14 年 3 月期　7,430 株

２．15 年 3 月期の業績予想(平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日)

１株当たり年間配当金
売 上 高    経常利益 当期純利益

期　末

百万円 百万円 百万円 円　 銭 円　 銭
通　  期 　　　11,900 　　　　　40 　　　　　　0 　　─ 　　─

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)　─ 円　─ 銭

（注）上記の予測は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した見通しであり、リスクや不確実性を含んでおります。
実際の業績は、様々 な要素によりこれら業績予測は大きく異なる結果となり得ることをご承知おきください。
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1．中間貸借対照表  
（単位千円） 

当中間会計期間末 

平成14年9月30日現在 

前中間会計期間末 

平成13年9月30日現在 

前事業年度末 

平成14年3月31日現在 科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

（資産の部）    ％  ％ 

流動資産 6,529,522 40.5 7,903,395 44.2 6,812,187 41.1 

現金及び預金 671,183  1,259,470  490,851  

受取手形 1,544,768  1,706,971  1,680,665  

売掛金 2,150,044  2,801,369  2,357,974  

棚卸資産 1,514,364  1,613,102  1,536,958  

その他 652,861  533,481  755,737  

貸倒引当金 △ 3,700  △ 11,000  △ 10,000  

       

固定資産 9,580,645 59.5 9,975,041 55.8 9,771,926 58.9 

有形固定資産 7,166,586 44.5 7,540,760 42.2 7,435,313 44.8 

建物 3,981,495  4,292,417  4,129,225  

機械装置 1,360,268  1,405,986  1,449,051  

土地 1,403,396  1,403,396  1,403,396  

その他 421,425  438,960  453,640  

       

無形固定資産 38,668 0.2 36,452 0.2 36,571 0.2 

       

投資その他の資産 2,375,390 14.8 2,397,827 13.4 2,300,041 13.9 

投資有価証券 685,870  977,659  881,055  

関係会社株式 745,539  778,555  757,616  

その他 953,880  678,752  671,935  

貸倒引当金 △ 9,900  △ 37,139  △ 10,566  

       

資産合計 16,110,167 100.0 17,878,436 100.0 16,584,113 100.0 
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（単位千円）  

当中間会計期間末 

平成14年9月30日現在 

前中間会計期間末 

平成13年9月30日現在 

前事業年度末 

平成14年3月31日現在 科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

（負債の部）  ％  ％  ％ 

流動負債 3,527,143 21.9 4,402,400 24.6 3,829,363 23.1 

支払手形 637,710  942,057  650,153  

設備関係支払手形 118,136  382,700  182,284  

買掛金 1,157,082  1,279,148  1,023,262  

短期借入金 850,000  900,000  900,000  

一年内返済予定の長期借入金 80,000  80,000  80,000  

その他 684,214  818,494  993,662  

       

固定負債 1,782,932 11.1 2,120,764 11.9 1,750,607 10.5 

長期借入金 360,000  440,000  400,000  

退職給付引当金 390,081  650,123  282,105  

役員退職慰労引当金 161,974  183,655  204,065  

預り保証金 855,447  828,887  847,924  

その他固定負債 15,428  18,098  16,511  

       

負債合計 5,310,076 33.0 6,523,165 36.5 5,579,970 33.6 

（資本の部）       

資本金 ─ ─ 4,304,793 24.1 4,304,793 26.0 

資本準備金 ─ ─ 3,101,531 17.3 3,101,531 18.7 

利益準備金 ─ ─ 511,624 2.9 511,624 3.1 

その他の剰余金 ─ ─ 3,329,736 18.6 2,992,692 18.0 

別途積立金 ─  2,854,250  2,854,250  

中間（当期）未処分利益 ─  475,486  138,442  

その他有価証券評価差額金 ─ ─ 107,585 0.6 95,030 0.6 

自己株式 ─ ─ ─ ─ △ 1,530 △ 0.0 

資本合計 ─ ─ 11,355,271 63.5 11,004,143 66.4 

（資本の部）       

資本金 4,304,793 26.7 ─ ─ ─ ─ 

資本剰余金 3,101,531 19.2 ─ ─ ─ ─ 

利益剰余金 3,344,552 20.8 ─ ─ ─ ─ 

利益準備金 511,624  ─  ─  

任意積立金 2,854,250  ─  ─  

中間未処理損失 21,322  ─  ─  

その他有価証券評価差額金 52,716 0.3 ─ ─ ─ ─ 

自己株式 △ 3,501 △ 0.0 ─ ─ ─ ─ 

資本合計 10,800,091 67.0 ─ ─ ─ ─ 

負債・資本合計 16,110,167 100.0 17,878,436 100.0 16,584,113 100.0 
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２．中間損益計算書  
（単位千円） 

当中間会計期間 

自平成14年4月１日 

至平成14年9月30日 

前中間会計期間 

自平成13年4月１日 

至平成13年9月30日 

前事業年度 

自平成13年4月１日 

至平成14年3月31日 
科目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

  ％  ％  ％ 

売上高 5,663,290 100.0 6,169,481 100.0 11,472,730 100.0 

売上原価 4,641,871 82.0 5,013,689 81.3 9,550,062 83.2 

売上総利益 1,021,418 18.0 1,155,791 18.7 1,922,668 16.8 

販売費及び一般管理費 1,195,859 21.1 1,284,943 20.8 2,506,404 21.8 

営業損失 174,440 3.1 129,151 2.1 583,736 5.1 

営業外収益 40,023 0.7 35,526 0.6 70,471 0.6 

受取利息 2,237  9,402  13,839  

受取配当金 19,890  20,722  26,668  

その他営業外収益 17,895  5,400  29,963  

営業外費用 131,280 2.3 253,986 4.1 310,906 2.7 

支払利息 13,644  15,091  28,781  

投資有価証券評価損 104,306  213,414  279,310  

その他営業外費用 13,329  25,481  2,814  

経常損失 265,698 4.7 347,611 5.6 824,170 7.2 

特別利益 6,712 0.1 13,129 0.2 198,327 1.7 

貸倒引当金戻入額 6,712  9,547  16,839  

投資有価証券売却益 ─  3,582  3,582  

退職給付過去勤務債務償却額 ─  ─  177,906  

特別損失 6,996 0.1 13,050 0.2 273,286 2.4 

固定資産処分損 5,288  5,820  19,384  

特別割増退職金 ─  ─  138,329  

会員権評価損 1,708  7,228  3,470  

子会社整理損 ─  ─  110,661  

その他 ─  1  1,441  

税引前中間（当期）純損失 265,983 4.7 347,532 5.6 899,130 7.8 

法人税・住民税及び事業税 9,261 0.1 43,643 0.7 63,127 0.6 

法人税等調整額 △ 115,478 △2.0 △ 205,741 △3.3 △ 439,779 △3.8 

中間（当期）純損失 159,765 2.8 185,435 3.0 522,478 4.6 

前期繰越利益 138,442  660,921  660,921  

中間（当期）未処分利益 ─  475,486  138,442  

中間未処理損失 21,322  ─  ─  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 
(1)棚卸資産     ･･････先入先出法による原価法 
(2)有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの･･････中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は部分資本直入法により処理し、

売却原価は総平均法により算定しております。） 
時価のないもの･･････総平均法による原価法 

(3)デリバティブ ･･････時価法 
 

２．固定資産の減価償却の方法 
(1)有形固定資産 ･･････定率法を採用しております。 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く。)については、
定額法を採用しております。 

(2)無形固定資産 ･･････定額法を採用しております。 
ただし、自社利用ソフトウェアについては、自社における利用可能期間（５年）に基
づく定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金･･････････中間会計期間末現在有する売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるた

め一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、
個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。 

(2)退職給付引当金･･････従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産
の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上
しております。 
数理計算上の差異は､その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(10 年)による定額法により翌事業年度から費用処理することとしております。 

(3)役員退職慰労引当金･･役員退職慰労金の支出に備えるため内規に基づく中間会計期間末要支給額（全額）方
式を採用しております。 

 
４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、中間会計期間末日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理して
おります。 

 
５．リース取引の会計処理 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６．ヘッジ会計の方法 
(1)ヘッジ会計の方法 
ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについて繰延ヘッジ処理を採用しております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段・・・金利スワップ  ヘッジ対象・・・借入金 

(3)ヘッジ方針 
将来の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップを行っております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して有効性の判定を行っております。 

(5)その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの 
デリバティブ取引についての基本方針は取締役会で決定され、取引の実行および管理は管理部が行ってお
ります。また、取引内容の経過について、毎月の取締役会において報告を行っております。 

 
７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
   消費税等の会計処理 
        消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 
 （当中間会計期間末） （前中間会計期間末） （前事業年度末） 

1.有形固定資産減価償却累計額 13,817,954千円 13,321,001千円 13,566,606千円 
2.自己株式数 18,150株 505株 7,430株 
3.前中間会計期間（前事業年度）末日満期手形の会計処理  
 前中間会計期間（前事業年度）末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済しております。 
 なお、前中間会計期間（前事業年度）末日が金融機関の休日であったため、次の前中間会計期間（前事業
年度）末日満期手形が前中間会計期間（前事業年度）末日残高に含まれております。 
 （当中間会計期間末） （前中間会計期間末） （前事業年度末） 

受取手形 ─ 千円 211,343千円 157,992千円 
 
（中間損益計算書関係） 
減価償却実施額 
 （当中間会計期間） （前中間会計期間） （前事業年度） 

有形固定資産 358,238千円 361,142千円 760,565千円 
無形固定資産 6,996千円 6,255千円 12,252千円 

 
（リース取引関係）                                （単位千円） 

 当中間会計期間 

自平成14年4月１日 

至平成14年9月30日 

前中間会計期間 

自平成13年4月１日 

至平成13年9月30日 

前事業年度 

自平成13年4月１日 

至平成14年3月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引 
   

    
1.取得価額相当額、減価償却累計額相当額、中

間期末（期末）残高相当額 
   

取得価額相当額    

その他(工具器具備品) 2,875 2,875 2,875 

減価償却累計額相当額    

その他(工具器具備品) 2,635 2,060 2,348 

中間期末（期末）残高相当額    

その他(工具器具備品) 239 814 527 
    
2.未経過リース料中間期末（期末）残高相当額    

１  年  内 269 622 585 

１  年  超 ― 269 ― 

合     計 269 892 585 
    
3.支払リース料、減価償却費相当額、支払利息

相当額 
   

支払リース料 328 328 656 

減価償却費相当額 287 287 575 

支払利息相当額 11 28 47 
    
4.減価償却費相当額の算定方法 リース期間を耐用年

数とし、残存価額を

零とする定額法によ

っております。 

同  左 同  左 

    
5.利息相当額の算定方法 リース料総額とリー

ス物件の取得価額相

当額との差額を利息

相当額とし、各期へ

の配分方法について

は利息法によってお

ります。 

同  左 同  左 



 ２４

３．売上高および受注高・受注残高 

 

(1)品種別売上高 

当中間会計期間 

自平成14年4月１日 

至平成14年9月30日 

前中間会計期間 

自平成13年4月１日 

至平成13年9月30日 

前事業年度 

自平成13年4月１日 

至平成14年3月31日  

金額（千円） 
構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

対前年中

間期比

（％） 金額（千円） 
構成比

（％） 

機器用電線 1,217,743 21.5 1,205,696 19.5 101.0 2,230,405 19.4 

その他電線 870,883 15.4 1,166,499 18.9 74.7 1,947,766 17.0 

（電線小計） 2,088,626 36.9 2,372,195 38.5 88.0 4,178,172 36.4 

通信ケーブル 1,446,741 25.5 1,909,164 30.9 75.8 3,437,894 30.0 

コネクタ 1,003,011 17.7 1,037,549 16.8 96.7 1,919,769 16.7 

基板 432,115 7.6 318,663 5.2 135.6 652,936 5.7 

（電子部品小計） 1,435,126 25.3 1,356,213 22.0 105.8 2,572,706 22.4 

統合配線 485,446 8.6 321,792 5.2 150.9 864,284 7.5 

その他 207,349 3.7 210,115 3.4 98.7 419,673 3.7 

合計 5,663,290 100.0 6,169,481 100.0 91.8 11,472,730 100.0 

うち輸出 909,731 16.1 860,824 14.0 105.7 1,532,788 13.4 

 

(2)品種別受注高および受注残高 

受注高 受注残高 受注高 

当中間会計期間 

自平成14年4月１日 

至平成14年9月30日 

前中間会計期間 

自平成13年4月１日 

至平成13年9月30日 

当中間会計期間末 

平成14年9月30日現在 

前事業年度 

自平成13年4月１日 

至平成14年3月31日  

金額（千円） 
構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

機器用電線 1,207,991 21.9 1,159,515 19.8 103,422 21.7 2,205,338 19.7 

その他電線 857,554 15.5 962,263 16.5 70,316 14.8 1,694,161 15.2 

（電線小計） 2,065,545 37.4 2,121,778 36.3 173,738 36.5 3,899,499 34.9 

通信ケーブル 1,424,433 25.8 1,901,330 32.5 90,582 19.0 3,438,906 30.8 

コネクタ 923,685 16.7 937,199 16.0 98,938 20.8 1,843,620 16.5 

基板 462,447 8.4 325,328 5.6 97,551 20.5 675,820 6.0 

（電子部品小計） 1,386,132 25.1 1,262,528 21.6 196,490 41.3 2,519,441 22.5 

統合配線 444,153 8.0 352,627 6.0 15,210 3.2 903,308 8.1 

その他 207,349 3.8 210,115 3.6 ─ ─ 419,673 3.8 

合計 5,527,614 100.0 5,848,380 100.0 476,020 100.0 11,180,828 100.0 

 


